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暮らしの情報欄

・不足額給付要件②
　以下の１から４の全ての要件を満たす方
　１．�令和６年分所得税額および令和６年度個人住民税所得割がともに定額減税前税額が０円の方（本人として定額減税対象外の

方）
　２．�税制度上、「扶養親族」の対象外であり、扶養親族などとして定額減税対象外の方（例：所得４８万円超の方や事業専従者）
　３．�低所得者向け給付（注１）の対象世帯主または世帯員に該当していない方
　４．�令和６年中に実施した調整給付の対象となっていない方（支給対象者の控除対象配偶者または扶養親族として加算される者

を含む。）
（注１）低所得世帯向け給付とは下記の給付を指します。
　・令和５年度非課税世帯への給付（７万円）
　・令和５年度に均等割のみ課税世帯への給付（１０万円）
　・令和６年度に新たに非課税または均等割のみ課税となった世帯への給付（１０万円）

・その他「地域の実情によりやむを得ないと内閣府が認める場合」（注２）に該当した場合は、対象となる可能性あります。
（注２）ア・イ・ウのいずれかに該当し、低所得者向け給付（注１）の対象世帯主または世帯員に該当していない方。
ア．�令和５年所得において、扶養親族として住民税の定額減税の対象になったものの、令和６年所得において合計所得金額が

４８万円を超える方または青色事業専従者など（税制度上「扶養親族」から外れてしまう方）であったため、扶養親族として
所得税の定額減税の対象から外れてしまった場合

イ．�令和５年所得において、合計所得金額が４８万円を超える方または青色事業専従者などであったため、扶養親族として住民税
の定額減税の対象から外れてしまったものの、令和６年所得において合計所得金額４８万円以下であったことから、扶養親族
として所得税の定額減税の対象になった場合

ウ．�令和５年所得において合計所得金額が４８万円を超える方または青色事業専従者などで、本人として調整給付の給付対象者で
あり、令和６年所得においても、引き続き、合計所得金額が４８万円を超える方または青色事業専従者などであるものの、本
人としても扶養親族としても所得税の定額減税の対象から外れてしまった場合

○給付金額
　１人当たり原則４万円（注３）
（注３）・令和６年１月１日時点で国外居住者であった場合などは３万円
　　　・地域の実情によりやむを得ないと内閣府が認める場合に該当し支給対象となる場合は、３万円以内の個別の金額
〇対象者への発送および支給時期
１．�当町が、対象となる方の口座（調整給付を受給済または公金受取口座などを登録済）を把握している場合は、令和７年８月中

旬に、不足額給付に関するお知らせ（ハガキ）を発送予定です。
２．�当町で、対象となる方の口座を把握していない場合は、令和７年８月中旬に、不足額給付に関するお知らせ（封書）を発送予

定です。
３．�令和６年中に当町へ転入し、令和６年度住民税課税団体が当町と異なる場合は、令和７年９月以降に対象と思われる方へ、不

足額給付に関するお知らせ（封書）を発送予定です。
４．対象と思われる方で通知が届かない場合は、９月以降に税務課町民税係までお問い合わせください。
　不足額給付に関するお知らせ（封書）が届いた方は不足額給付に関するお知らせ（封書）が届いた方は、、記載内容記載内容をを確認のうえ確認のうえ、、必要事項を記入し必要事項を記入し、、本人確認書類本人確認書類などなどとあわせてとあわせて
１０月３１日（金）までに返送１０月３１日（金）までに返送してしてください（※消印有効）。ください（※消印有効）。期間内に返送されない場合は、給付を辞退したものとみなし、給付
金が支給されなくなりますのでご注意ください。
　不足額給付に関するお知らせ（封書）の返送を受理後、審査の上、順次、給付金を指定口座に振り込みいたします。
※受理した日から約３～４週間後が給付時期の目安です。

▶問い合わせ
　税務課　町民税係　☎６８－２２１１（内線２０３）

定額減税補足給付金（不足額給付）について定額減税補足給付金（不足額給付）について
　不足額給付とは、令和６年度に実施した定額減税および調整給付について、令和６年分所得税確定などに伴い、既に給付した調
整給付金に不足が生じた方などに、補足給付を行うものです。

▶不足額給付の対象となる方
　令和７年１月１日時点で町内に在住の方で、次の不足額給付要件①、②またはその他に該当する方が対象となります。
　ただし、納税義務者本人の合計所得金額が１, ８０５万円を超える場合や、亡くなっている方は対象外です。
※不足額給付要件②またはその他に該当すると思われる方は、総務課町民税係まで問い合わせください
・不足額給付要件①
　令和５年分所得などを基にした推計額（令和６年分推計所得税額）を用いて調整給付を算定したことなどにより、令和６年分所
得税および定額減税の実績額などが確定したのちに、本来給付すべき所要額と調整給付額との間で差額が生じた方。
○給付金額
本来給付すべき所要額（下図A）と当初給付時（令和６年）所要額（下図 B）との差額（下図C）

※定額減税可能額は以下の計算式により算出します。
　所得税分：（本人+扶養親族）× 30,000 円
　住民税分：（本人+扶養親族）× 10,000 円

○対象者の例
例１）�令和５年中の所得に比べて、令和６年中の所得が

減少したことにより、「令和６年分推計所得税額
（令和５年分所得税額）」よりも「令和６年分所得
税額（令和６年所得）」が少なくなった方

例２）�子供の出生などにより、扶養親族などが令和６年
中（令和６年１月１日から令和６年１２月３１日）
に増加したことにより、「所得税分定額減税可能
額（調整給付時）」よりも「所得税分定額減税可
能額（不足額給付時）」が多くなった方


